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職業実践専門課程自己評価判断基準リスト2025年度実施分
判定基準は各項目の達成事項の達成数により決める
達成度合い0%【1】・30%以上【2】・60%以上【3】・80%以上【4】として判断する。

評価項目 対象 達成事項 達成
確認

評価
【1~4】 現状の取組状況 課題 今後の改善点 エビデンス

(1). 教育理念・目標

・創立者の精神「人技
両立」の教育理念は実
行されているか？

全体

社会人としての一般常識や技術者として仕事をするうえで安全に対して
高い意識を持つということを実地で学んでもらえるような活動を行う。

学生が人として相手に敬意をはらい『個人の人権』に対して尊重する意
識を持つことができるような授業や活動を行う。

コミュニケーションについてのスキルを高めるための授業や活動を行
う。

電気設備科にて全員資格取得が達成された。

電子工学科にて全員資格取得が達成された。

情報エンジニア科にて全員資格取得が達成された。

実践的な現場で必要とされる技術を学べるような授業や活動を行う。

・ 職業教育の技術
面、及び職業観につい
て重視した教育となっ
ているか？

電設

学生の職業観について学校として学生にわかりやすく指導を行い、学生
が自分の希望を検討できるように取り組んだ。（電気設備科１年）

学生の職業観について学校として学生にわかりやすく指導を行い、学生
が自分の希望を検討できるように取り組んだ。（電気設備科２年）

学生の職業観について学校としてできる限りの配慮を行い学生本人の希
望を最大限重視できるよう取り組んだ。（電気設備科１年）

学生の職業観について学校としてできる限りの配慮を行い学生本人の希
望を最大限重視できるよう取り組んだ。（電気設備科２年）

職業教育の技術面を成長させるような企業と連携した授業を実施した。
（電気設備科）

電子

学生の職業観について学校として学生にわかりやすく指導を行い、学生
が自分の希望を検討できるように取り組んだ。（電子工学科１年）

学生の職業観について学校として学生にわかりやすく指導を行い、学生
が自分の希望を検討できるように取り組んだ。（電子工学科２年）

学生の職業観について学校としてできる限りの配慮を行い学生本人の希
望を最大限重視できるよう取り組んだ。（電子工学科１年）

学生の職業観について学校としてできる限りの配慮を行い学生本人の希
望を最大限重視できるよう取り組んだ。（電子工学科２年）

職業教育の技術面を成長させるような企業と連携した授業を実施した。
（電子工学科）

情報

学生の職業観について学校として学生にわかりやすく指導を行い、学生
が自分の希望を検討できるように取り組んだ。（情報エンジニア科１
年）

学生の職業観について学校として学生にわかりやすく指導を行い、学生
が自分の希望を検討できるように取り組んだ。（情報エンジニア科２
年）

学生の職業観について学校としてできる限りの配慮を行い学生本人の希
望を最大限重視できるよう取り組んだ。（情報エンジニア科１年）

学生の職業観について学校としてできる限りの配慮を行い学生本人の希
望を最大限重視できるよう取り組んだ。（情報エンジニア科２年）

職業教育の技術面を成長させるような企業と連携した授業を実施した。
（情報エンジニア科）

・業界関係者の意見を
踏まえ、業界ニーズに
対応した教育課程およ
び授業内容の見直しに
取り組んだ

全体
業界関係者との意見交換を通じて、当校のカリキュラムが業界ニーズに
対応したものとなるよう改善を図った

・ 学校の理念・目
的・育成人材像・特
色・将来構想などが学
生・保護者等に周知さ
れているか ？

全体

ウェブサイトにて学校の理念を公開した。

ウェブサイトにて学校の目的を公開した。

ウェブサイトにて学校の育成人材を公開した。

ウェブサイトにて学校の特色を公開した。

ウェブサイトにて学校の将来構想を公開した。

募集時に入学希望者パンフレットにて学校の理念を公開した。

募集時に入学希望者パンフレットにて学校の目的を公開した。

募集時に入学希望者パンフレットにて学校の育成人材を公開した。

募集時に入学希望者パンフレットにて学校の特色を公開した。

募集時に入学希望者パンフレットにて学校の将来構想を公開した。
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技術者に求められる倫理観や安全意
識を醸成する取組として、全学生を
対象に救命講習を実施した。命の尊
さを学ぶとともに、技術を扱う立場
としての責任について改めて考える
機会となり、安全への意識向上に結
び付いている。
また、学生間のコミュニケーション
力の向上および円滑な人間関係の構
築を目的に、4月にスポーツ大会（ボ
ウリング）を開催した。学年・学科
を越えた交流を通じて、互いを尊重
し合う姿勢が育まれ、学生同士の関
係強化に寄与している。
さらに、9月には大阪・関西万博を見
学し、最先端技術や社会的課題を直
接体感する学習機会を設けた。教室
で得た知識と社会との接点を実感す
ることで、将来技術者としてどのよ
うに社会に貢献していくかを主体的
に考える契機となっている。
資格取得支援については、各学科に
おいて体系的な指導体制を整え、学
年ごとの目標設定のもと計画的に取
り組んでおり、すべての学科で資格
保有率100%であり、着実な成果に
つながっている。
加えて、実践力向上を目的として、
電子工学科・電気設備科・情報エン
ジニア科の一部科目において企業連
携型授業を実施するとともに、見学
会や展示会への参加を通じて、現場
を意識した学修を推進している。

情報エンジニア科および電子工学科で
は、キャリアデザインの視点を取り入
れた教育を段階的に展開しており、学
生が将来の進路や社会との関わりを主
体的に考える機会が徐々に浸透しつつ
ある。一方、電気設備科においては、
キャリア形成に特化した体系的な取組
は十分とは言えず、学科間で指導体制
に差が見られる状況である。
また、実践的技術教育については、企
業連携授業や見学会等の実施により一
定の成果は確認できているものの、学
年や科目ごとの実施状況にはばらつき
があり、全学生に均質な学修機会を提
供できているとは言い難い。
さらに、今後は留学生の増加が見込ま
れることから、授業理解の支援、進路
形成への助言、生活面での不安軽減な
ど、多角的な支援体制の整備について
検討を進めていく必要がある。

今後は、情報エンジニア科お
よび電子工学科で実施してい
るキャリアデザインの取組に
ついて、内容や指導方法を体
系的に整理し、その教育効果
を検証しながら継続的な改善
を図っていく。
電気設備科については、来年
度よりキャリアデザインの要
素を段階的に導入する予定で
あり、専門技術の習得と並行
して、社会人として求められ
る姿勢や職業観の育成を意識
した教育を推進していく。
また、企業連携授業や見学
会・展示会については、実施
内容の共有や連携体制の再構
築を行い、学科・学年による
偏りを抑制しながら、より多
くの学生が実務を意識した学
修機会を得られるよう工夫し
ていく。
留学生への対応については、
授業理解を支援する取組の充
実や相談体制の強化を図り、
学習面・生活面の双方から安
心して学べる環境整備を進め
ていく。

＊授業シラバス
 ＊職業実践専門課程
公表資料
 ＊行事予定
 ＊行事に伴う計画書
 ＊インフォクリッ
パー取得資格入力情報

学生の職業観について学ぶため、１
年時に大阪府電気工事工業組合様と
の連携授業を行った。
これにより、実際に現場で働いてお
られる方との交流を深め、電気工事
士という仕事と向き合う機会となっ
た。
２年生については、１年時に電気工
事工業組合との交流はすでに完了し
ており、就職するにあたって学生の
希望を最大限取り入れた形で就職活
動ができるように就職課や担任教員
によるヒアリングを含め、希望する
ような企業の紹介などを通してサ
ポートを行っている。
職業教育の技術面の成長について
は、大阪府電気工事工業組合様との
連携授業や電業協会様所所属の企業
４社による業界セミナーを実施し
た。
また、本年度は1,2年生同時に電設工
業展の見学に行った。その際に、飯
田電機工業株式会社のご協力によ
り、インテックス大阪の電気設備な
どの見学を行った。
昨年のような現場見学ではなかった
が、全学生に現場を見てもらう機会
を持つことができた。

学生が実際の仕事の状況を肌で感じる
機会を作ることは学校として強く希望
しているが、課題が多い。
今回はインテックス大阪という通常の
建設現場とは異なる環境ではあるが、
現場見学を実施することができた。
ただ、通常の電気工事現場の見学につ
いては、色々制限も多く、一度に見学
できる学生数の数も制限があり今後の
課題となっている。

現場見学自体は今年度は1・2
年生が全員受けることができ
た。
ただ、通常の電気工事現場と
いう観点では少し違うタイプ
の現場となり、来年度は学生
に安全靴を全員購入してもら
い、色々な現場での見学に対
応できる準備を進めていく。
また、ご協力いただける企業
を更に探していく。

＊授業シラバス
 ＊職業実践専門課程
公表資料
 ＊企業との連携授業
実施要領

先端技術への理解を深めるため多角
的な教育活動を展開している。学外
研修では5Gラボを訪問し、技術の企
業活用や今後の展望について体験的
に学習。校内では生成AIの専門家に
よる講演を通じ、ChatGPTの活用法
や労働環境の変化について考察し
た。また、ロボット工学や回路製作
の実習においては企業との連携を強
化し、実社会のニーズを反映した指
導体制を整えている。
また、テックシーカーハッカソンへ
参加し、チームで限られた期間で成
果物を出す実践的な開発プロセスを
体験した。

本年度よりキャリアデザイン実習を導
入した結果、学生のキャリア意識が早
期に醸成され、企業調査への着手時期
が例年よりも大幅に前倒しにできた。
一方で、いざ実践段階に入ると「自己
分析」が思うように進まず、足踏みを
してしまう学生が依然として多いこと
が浮き彫りとなっている。これは、自
己の特性を客観的に捉え、言語化する
ことへの難しさが要因であると考えら
れる。

今後は、これまで実施してき
た企業研究や職業観の育成指
導を継続しつつ、自己分析に
充てる時間を拡充し、学生一
人ひとりが自身の強みや価値
観を深く掘り下げ、自信を
持って進路選択に臨める体制
を構築していく

＊職業実践専門課程公
表資料

キャリアデザイン実習を実施するこ
とで、職業観を構築する。
1年次から取り組む必要があり、週1
時間から2時間に増やした。
授業は、担任/副担任の2名体制と
し、個別対応ができるようにした。
企業連携は、校内授業であるが、企
業経験が豊富な講師による実践的な
カリキュラムを実施している。

キャリアは自身のことであることを実
感できず、自分には関係ないと思って
いる学生が多い。
校内授業のみでは、現場の雰囲気が理
解しずらい。現在、現場実習を実施し
ていただく企業を探している。

現場実習にご協力いただける
企業を引き続き探していく。 ＊授業シラバス

教育課程編成委員会等を通じて業界
関係者の意見を伺う機会を設け、当
校の教育方針やカリキュラムの内容
について意見交換を行っている。
また、得られた意見を踏まえ、教育
課程の見直しや授業・実習内容の改
善を継続的に実施し、業界ニーズに
対応した実践的な教育内容となるよ
う取り組んでいる。
各学科においても、企業や業界の動
向を踏まえた授業内容の検討を行
い、学生が実社会で求められる知
識・技術を身につけられる教育の実
施に努めている。

企業見学や実習などを通じて業界との
接点を設けているものの、学生の理解
度や関心には差が見られ、実際の業務
内容や技術との結び付きが十分に実感
できていない学生も見受けられる。
また、AI技術やデジタル技術の進展に
対して、学生の基礎的なITリテラシー
や理解度に差があり、教育内容を十分
に活用できていないケースも見られ
る。
さらに、業界の技術動向の変化に対
し、教育内容や設備、教材の更新を継
続的に行っていく必要がある。

企業見学や実習等の機会を引
き続き確保し、学生が業界の
技術や実務への理解を深めら
れる教育機会の充実を図る。
また、AI技術やデジタル技術
を活用した教育内容の強化を
進めるとともに、学生のITリ
テラシー向上に向けた基礎教
育の充実を図る。
さらに、業界動向を踏まえた
教育内容の見直しを継続的に
行い、授業内容や教材の改善
を通じて、より実践的で魅力
ある教育の実現を目指す。

＊教育課程編成委員会
議事録
 ＊各連携授業実施要
領及び添付資料
 ＊教育課程編成委員
会資料
 ＊シラバス

ウェブサイト、パンフレット、募集
要項にて学校の理念、目的、学生の
状況、学校の特色、将来構想を公開
している。

アドミッションポリシーについては募
集要項には記載できないためウェブサ
イトでの公開となっている。
 学校で学ぶうえで学生に従っていただ
くものとなるため、更にその部分を確
認していただけるように周知が必要で
あると考えている。

アドミッション・ポリシーに
ついてAO入試の面接で理解
しているか確認していく

＊大阪電子専門学校
ウェブサイト
 ＊入学者向けパンフ
レット
 ＊入学要項
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職業実践専門課程自己評価判断基準リスト2025年度実施分
判定基準は各項目の達成事項の達成数により決める
達成度合い0%【1】・30%以上【2】・60%以上【3】・80%以上【4】として判断する。

評価項目 対象 達成事項 達成
確認

評価
【1~4】 現状の取組状況 課題 今後の改善点 エビデンス

・各学科の教育目標、
育成人材像は、学科等
に対応する業界の要求
する人材育成が行える
ようなものとなってい
るか？

電設

学科の教育方針について業界関係者の意見をうかがう機会を持った

業界ニーズを満たせるような授業・実習内容となるよう取り組んだ。
 （電気設備科１年）

業界ニーズを満たせるような授業・実習内容となるよう取り組んだ。
 （電気設備科２年）

電子

学科の教育方針について業界関係者の意見をうかがう機会を持った

業界ニーズを満たせるような授業・実習内容となるよう取り組んだ。
 （電子工学科１年）

業界ニーズを満たせるような授業・実習内容となるよう取り組んだ。
 （電子工学科２年）

情報

学科の教育方針について業界関係者の意見をうかがう機会を持った

業界ニーズを満たせるような授業・実習内容となるよう取り組んだ。
 （情報エンジニア科１年）

業界ニーズを満たせるような授業・実習内容となるよう取り組んだ。
 （情報エンジニア科２年）

(2). 学科運営

・ 目的等に沿った運
営方針が策定されてい
るか（教務）

電設

学園の教育目的および中期目標を踏まえ、電気設備科の教育方針を策定
した。

学科の育成目標・到達目標を明文化し、理事会において承認を得た。

学科会議において運営方針を共有し、教員間で認識を統一した。

電子

学園の教育目的および中期目標を踏まえ、電子工学科の教育方針を策定
した。

学科の育成目標・到達目標を明文化し、理事会において承認を得た。

学科会議において運営方針を共有し、教員間で認識を統一した。

情報

学園の教育目的および中期目標を踏まえ、情報エンジニア科の教育方針
を策定した。

学科の育成目標・到達目標を明文化し、理事会において承認を得た。

学科会議において運営方針を共有し、教員間で認識を統一した。

・ 運営方針に沿った
事業計画が策定されて
いるか （教務）

電設

運営方針に基づき、電気設備科の計画及び目標を定め、理事会にて承認
を得た。

学園事業計画に沿った年間授業計画を作成した。（電気設備科１年）

学園事業計画に沿った年間授業計画を作成した。（電気設備科２年）

学園事業計画に沿った授業を実際に実施した。（電気設備科１年）

学園事業計画に沿った授業を実際に実施した。（電気設備科２年）

電子

運営方針に基づき、電子工学科の計画及び目標を定め、理事会にて承認
を得た。

学園事業計画に沿った年間授業計画を作成した。（電子工学科１年）

学園事業計画に沿った年間授業計画を作成した。（電子工学科２年）

学園事業計画に沿った授業を実際に実施した。（電子工学科１年）

学園事業計画に沿った授業を実際に実施した。（電子工学科２年）

情報

運営方針に基づき、情報エンジニア科の計画及び目標を定め、理事会に
て承認を得た。

学園事業計画に沿った年間授業計画を作成した。（情報エンジニア科１
年）

学園事業計画に沿った年間授業計画を作成した。（情報エンジニア科２
年）

学園事業計画に沿った授業を実際に実施した。（情報エンジニア科１
年）

学園事業計画に沿った授業を実際に実施した。（情報エンジニア科２
年）

・ 運営組織や意思決
定機能は、規則等にお
いて明確化されている
か、 有効に機能して
いるか （教務）

電設

学園事業計画を基にした年間授業計画となっているか確認した（電気設
備科１年）

学園事業計画を基にした年間授業計画となっているか確認した（電気設
備科２年）

学校関係者評価委員会で提案された事項を年間授業計画および学科運営
時に反映させているか確認した。（電気設備科１年）

学校関係者評価委員会で提案された事項を年間授業計画および学科運営
時に反映させているか確認した。（電気設備科２年）

学校関係者評価委員会は学則にて定義づけられているか。また、関連す
る規則の整備は行われているか。（全学科共通事項）

電子

学園事業計画を基にした年間授業計画となっているか確認した（電子工
学科１年）

学園事業計画を基にした年間授業計画となっているか確認した（電子工
学科２年）

学校関係者評価委員会で提案された事項を年間授業計画および学科運営
時に反映させているか確認した。（電子工学科１年）

学校関係者評価委員会で提案された事項を年間授業計画および学科運営
時に反映させているか確認した。（電子工学科２年）

学校関係者評価委員会は学則にて定義づけられているか。また、関連す
る規則の整備は行われているか。（全学科共通事項）

情報

学園事業計画を基にした年間授業計画となっているか確認した（情報エ
ンジニア科１年）

学園事業計画を基にした年間授業計画となっているか確認した（情報エ
ンジニア科２年）

学校関係者評価委員会で提案された事項を年間授業計画および学科運営
時に反映させているか確認した。（情報エンジニア科１年）

学校関係者評価委員会で提案された事項を年間授業計画および学科運営
時に反映させているか確認した。（情報エンジニア科２年）

学校関係者評価委員会は学則にて定義づけられているか。また、関連す
る規則の整備は行われているか。（全学科共通事項）
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教育課程編成委員会の開催は必須事
項であり、委員会を通して業界関係
者の意見を伺う機会を持っている。
委員会でのご意見をもとに、現場を
想定した様々な実習を導入し実施し
ている。
1年生は、電気工事工業組合様との連
携授業や電設工業展件見学とそれに
付随して企業のご協力によりイン
テックス大阪電気設備見学を実施し
た。また2年生については電設工業展
件見学とそれに付随して企業のご協
力によりインテックス大阪電気設備
見学を実施した。また、実習室の天
井照明器具取り替え工事や今後の技
術革新を見越して行っているドロー
ン実習など通して実施した。

本年度は、電設工業展にて参加したす
べての学生にインテックス大阪の電気
設備を含めて現場見学をさせていただ
いた。
内容としては学生の参考になったが、
昨年度行ったような実際の電気工事現
場とはまた方向性が違う現場となり、
そのような現場の見学も実施していく
必要があると考えている。

現場見学を行うに当たって、
安全装備の装着が義務付けら
れており、来年度の1年生に
ついては、全員安全靴を購入
してもらい、またフルハーネ
スを複数本学校にて保有した
うえで現場見学時に学生に貸
し出す形での運用を行ってい
きたいと考えている。

＊教育課程編成委員会
議事録
 ＊各連携授業実施要
領及び添付資料
 ＊教育課程編成委員
会資料
 ＊シラバス

教育課程編成委員会の開催は必須事
項であり、委員会を通して業界関係
者の意見を伺う機会を持っている。
電気・電子の基礎知識について座学
を通じて指導を行うとともに、実習
ではグループワークを採用しチーム
で役割を決め実習課題に取り組んで
いるとともに、生成AIの利用も織り
込んでいる。また、現在の生成AIを
利用した技術についての講演を実施
し、学生が社会で求められる技術に
ついて学ぶ機会の提供をした。

教員陣の高齢化。
生成AIから出力される回答について良
し悪しの判断が難しい。

経験豊富な教員の確保に努め
る。
生成AIはあくまでも補助と
し、専門書籍や実習結果に基
づく検証を徹底することで、
情報の正確性を見極めるリテ
ラシー教育を強化。

＊教育課程編成委員会
資料

AIを活用できるようになることを目
的に、AI実習を強化した。
 ・AI活用実習
 ・AI概論
 ・AIⅠ・Ⅱ(電子/情報選択授業)
 生成AIが劇的に進化し、より身近な
存在となった。

ある程度は、AIリテラシーを向上させ
ることができたが、十分とはいえな
い。単に答えを聞くことに使用してい
るなど、未だ、生成AIを使いこなせな
い学生が多い。

IT基礎スキルと情報リテラ
シーが不足している。
 一番は、批判的思考（AIを
疑う力）と考えている。
生成AIからの回答を評価でき
るように指導していく。

＊2025_情報1年資格
取得状況
 ＊2025_情報2年資格
取得状況

学園事業計画の各学科の目標等は、
理事会にて承認された。
また、その目標に基づき年間授業計
画を作成した。
授業はシラバスに従い実施された。

授業の実施状況について、客観的に示
すためにどのような方法があるかを検
討し今後その資料を用意できるように
準備していく。
実習については、学生の能力により早
い学生が課題を早々に終わらせる一
方、作業の苦手な学生は時間が係るた
め、技術力の高い学生が手持ち無沙汰
になってしまう問題があった。
そのため、来年度からは実習の評価も
優・良・可・不可（実質的には何らか
の方法で可になるような指導を行う）
で評価する予定である。

成績がつくことにより、実習
の態度や技術力に応じた適切
な評価により学生のモチベー
ションのアップに務めてい
く。

＊学園事業計画
 ＊理事会議事録
 ＊令和7年度年間授業
計画

学園事業計画の各学科の目標等は、
理事会にて承認された。
また、その目標に基づき年間授業計
画を作成した。
授業はシラバスに従い実施された。

授業の実施状況について、客観的に示
すためにどのような方法があるかを検
討し今後その資料を用意できるように
準備していく。

客観的に授業の実施状況を示
すための方法を検討してい
く。

＊学園事業計画
 ＊理事会議事録
 ＊令和7年度年間授業
計画

学園事業計画の各学科の目標等は、
理事会にて承認された。
また、その目標に基づき年間授業計
画を作成した。
授業はシラバスに従い実施された。

授業の実施状況について、客観的に示
すためにどのような方法があるかを検
討し今後その資料を用意できるように
準備していく。

客観的に授業の実施状況を示
すための方法を検討してい
く。

＊学園事業計画
 ＊理事会議事録
 ＊令和7年度年間授業
計画

学園事業計画の各学科の目標等は、
理事会にて承認された。
また、その目標に基づき年間授業計
画を作成した。
授業はシラバスに従い実施された。

授業の実施状況について、客観的に示
すためにどのような方法があるかを検
討し今後その資料を用意できるように
準備していく。
実習については、学生の能力により早
い学生が課題を早々に終わらせる一
方、作業の苦手な学生は時間が係るた
め、技術力の高い学生が手持ち無沙汰
になってしまう問題があった。
そのため、来年度からは実習の評価も
優・良・可・不可（実質的には何らか
の方法で可になるような指導を行う）
で評価する予定である。

成績がつくことにより、実習
の態度や技術力に応じた適切
な評価により学生のモチベー
ションのアップに務めてい
く。

＊学園事業計画
 ＊理事会議事録
 ＊令和7年度年間授業
計画

学園事業計画に基づき、電子工学科
の計画および目標を定め、理事会の
承認を得た。
あわせて、当該目標に沿って年間授
業計画（1年・2年）を作成し、授業
を実施した。

授業の実施状況を客観的に示すための
指標や整理方法が明確化されていな
い。

客観的に授業の実施状況を示
すための方法を検討してい
く。

＊学園事業計画
 ＊理事会議事録
 ＊令和7年度年間授業
計画

学園事業計画の各学科の目標等は、
理事会にて承認された。
また、その目標に基づき年間授業計
画を作成した。

授業の実施状況について、客観的に示
すためにどのような方法があるかを検
討し今後その資料を用意できるように
準備していく。

授業の実施状況を客観的に示
せるよう、整理方法を検討
し、提示できる資料の整備を
進める。

＊学園事業計画
 ＊理事会議事録
 ＊令和7年度年間授業
計画

学園内でシラバス作成後に内部で承
認のための会議を行い妥当性を検証
している

各科目担当者からのシラバス修正事項
を入力しシラバスは作成されている。
そのため、科目担当者が間違って記入
した場合にこちらではそのミスを判断
することができない。
その部分をどのように改善していくか
が今後の課題だと考えている。

シラバス作成後に修正が完了
したシラバスを各担当者に渡
して確認を依頼しているが、
作成ミスなど防止のための
チェックシートを作成し各担
当者にチェックしてもらえる
ように改善していく

＊年間授業計画承認会
議議事録
 ＊シラバス
 ＊学戦事業計画

シラバスおよび年間授業計画作成
後、学科内で内容確認の会議を実施
し、学園事業計画との整合性および
評価委員会提案事項の反映状況を点
検している。

各科目担当者からのシラバス修正事項
を入力しシラバスは作成されている。
そのため、科目担当者が間違って記入
した場合にこちらではそのミスを判断
することができない。
その部分をどのように改善していくか
が今後の課題だと考えている。

シラバス作成後に修正が完了
したシラバスを各担当者に渡
して確認を依頼しているが、
作成ミスなど防止のための
チェックシートを作成し各担
当者にチェックしてもらえる
ように改善していく

＊年間授業計画承認会
議議事録
 ＊シラバス
 ＊学戦事業計画

学園内でシラバス作成後に内部で承
認のための会議を行い妥当性を検証
している

各科目担当者からのシラバス修正事項
を入力しシラバスは作成されている。
そのため、科目担当者が間違って記入
した場合にこちらではそのミスを判断
することができない。
その部分をどのように改善していくか
が今後の課題だと考えている。

シラバス作成後に修正が完了
したシラバスを各担当者に渡
して確認を依頼しているが、
作成ミスなど防止のための
チェックシートを作成し各担
当者にチェックしてもらえる
ように改善していく

＊年間授業計画承認会
議議事録
 ＊シラバス
 ＊学戦事業計画
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職業実践専門課程自己評価判断基準リスト2025年度実施分
判定基準は各項目の達成事項の達成数により決める
達成度合い0%【1】・30%以上【2】・60%以上【3】・80%以上【4】として判断する。

評価項目 対象 達成事項 達成
確認

評価
【1~4】 現状の取組状況 課題 今後の改善点 エビデンス

・ 人事、給与に関す
る規程等は整備されて
いるか（総務）

全体

人事面では、就業規則組織業務分掌規定に従って適切な人材配置を行っ
ている。

給与については、就業規則教職員勤務規律及び教職員給与規程により、
給与決定の原則に従い計算されている。

・ 教務・財務等の組
織整備など意思決定シ
ステムは整備されてい
るか （総務）

全体

安定した財務基盤の形成に向けて、教務を中心に学園予算案の策定を
行っている。

中長期的な視点に立ち、学園事業計画を策定している。

・ 業界や地域社会等
に対するコンプライア
ンス体制が整備されて
いるか

全体

学校教育に関しては文部科学省、その他資格認定担当省庁の要件を守っ
た授業や実習を行っている。

学校の運営について情報公開を行うなど透明性を高めるように努めてい
る。

学生に対して、薬物や犯罪に巻き込まれないように周知を行っている。

・ 教育活動等に関す
る情報公開が適切にな
されているか

全体

職業実践専門課程において公開を求められている資料をウェブサイトに
て公開しているか。（学校情報、シラバスなど）

学校の学生募集パンフレットなどで教育活動についての情報は正確に公
開されているか。

・ 情報システム化等
による業務の効率化が
図られているか

全体

各種証明書を発行する際にスムーズに発行できる状況となっている。

学校の運営情報はパソコンなどで効率的に確認できる体制になってい
る。

・ 教育理念等に沿っ
た教育課程の編成・実
施方針等が策定されて
いるか

全体

学園事業計画にて、各学科ごとの計画及び目標を定め、理事会にて承認
を得た。

学園事業計画に沿った年間授業計画を作成した。

学園事業計画に沿った授業を実際に実施した。

人技両立に基づいた授業以外の活動を計画した。

・ 教育理念、育成人
材像や業界のニーズを
踏まえた学科の修業年
限に 対応した教育到
達レベルや学習時間の
確保は明確にされてい
るか

電設

学則に定められた時間数を基に年間授業計画を検討し、必要な時間数を
確保した。（電気設備科１年）

学則に定められた時間数を基に年間授業計画を検討し、必要な時間数を
確保した。（電気設備科２年）

第二種電気工事士に関連する法令を満足する授業科目ごとの時間数を確
保している。（電気設備科１年）

第二種電気工事士に関連する法令を満足する授業科目ごとの時間数を確
保している。（電気設備科２年）

第二級陸上特殊無線技士に関連する法令を満足する授業科目ごとの時間
数を確保している。（電気設備科１年）

それぞれの科目ごとの授業時間数が十分であるかを担当教員に確認し、
シラバス作成時に検討を行った。

電子

学則に定められた時間数を基に年間授業計画を検討し、必要な時間数を
確保した。（電子工学科１年）

学則に定められた時間数を基に年間授業計画を検討し、必要な時間数を
確保した。（電子工学科２年）

第二級陸上特殊無線技士に関連する法令を満足する授業科目ごとの時間
数を確保している。（電子工学科１年）

それぞれの科目ごとの授業時間数が十分であるかを担当教員に確認し、
シラバス作成時に検討を行った。

情報

学則に定められた時間数を基に年間授業計画を検討し、必要な時間数を
確保した。（情報エンジニア科１年）

学則に定められた時間数を基に年間授業計画を検討し、必要な時間数を
確保した。（情報エンジニア科２年）

それぞれの科目ごとの授業時間数が十分であるかを担当教員に確認し、
シラバス作成時に検討を行った。

・ 学科等のカリキュ
ラムは体系的に編成さ
れているか

全体

それぞれの学科の教育の目的や学校の理念に基づいたカリキュラムと
なっている。

教育課程編成員会であげられた実践的な実習を行うにあたって必要な授
業が座学として適切に行われている。

教育課程編成員会であげられた実践的な実習が年間授業計画に基づいて
実施されている。

・ キャリア教育・実
践的な職業教育の視点
に立ったカリュキュラ
ムや教育方法の 工
夫・開発などが実施さ
れているか

全体

教育課程編成員会であげられた実践的な実習が年間授業計画に基づいて
実施されている。

企業との実践的な実習が公開資料に基づき実施されている。

実践的な教育が学生にどのように受け止められているのかアンケートに
より調査を行っている。

・ 関連分野の企業・
関係施設等や業界団体
等との連携により、カ
リキュラムの作成・
見直し等が行われてい
るか

全体

教育課程編成員会で実習などの実践的教育の実施結果とその改善案を話
し合った。

教育課程編成委員会で提案された内容を実習で行ってみた。

実習で行った実践的な技術の教育で上がってきた問題点を教育課程編成
員会で公表し、委員の意見を伺った。

◯
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◯

◯

【4】

◯
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◯
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◯

◯
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◯

◯

【4】

◯

◯

◯

◯
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◯

◯

◯

◯
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◯

◯
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◯

◯
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◯

◯
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学園では、就業規則および関連規程
を整備し、適切な人材配置および給
与管理を行っている。
職員の雇用形態や職務内容に応じた
配置を行い、業務の適正化を図って
いる。
また、就業規則に沿って給与算定を
行い、適正な運用を実施している。

近年の諸物価高騰や人材確保環境の変
化を踏まえ、本学園における賃金水準
および手当体系の妥当性について検証
を行い、持続可能かつ公平性のある賃
金配分の在り方を検討する必要があ
る。多様な雇用区分の処遇バランスを
整理し、社会情勢や世間水準との比較
を踏まえた制度の見直しを進める。

次世代を担う若手職員が安心
して働き続けられる環境を整
備することが重要である。
現行の就業規則については、
時代の変化や働き方改革関連
法への対応を踏まえ、実態に
即した柔軟な運用および必要
に応じた改訂を進める。

＊学園事業計画
 ＊予算案
 ＊就業規則

学園では毎年予算理事会を開催し、
各担当が策定した学園事業計画を理
事会で審議・承認する体制を整えて
いる。
学園運営の安定化と事業の持続的な
発展を目指し、財務基盤の強化を図
るとともに、各部門の実情を反映し
た適正な予算配分を行っている。

昨今の外部環境の不確実性や諸物価の
高騰は継続しており、設備費・光熱
費・人件費等の学校運営コストは依然
として上昇傾向にある。
加えて、少子化の進行および入学動向
の変化により、安定的な学生確保がこ
れまで以上に重要な課題となってい
る。

収支構造の再点検を行い、固
定費と変動費の適正化、事業
ごとの採算性の検証を進める
とともに、将来を見据えた財
務基盤の強化策を検討する。
あわせて、資産運用収益の安
定確保や補助金活用の精査な
ど、多面的な収入確保策を講
じ、持続可能な学校経営を支
える財務体制の整備を図る。

＊学園事業計画
 ＊予算案

各学科においては、文部科学省およ
び資格認定担当省庁の基準に基づ
き、カリキュラムや授業時間数等の
適切な管理を行っている。情報公開
についても、Webサイト等を通じて
必要事項を公表し、透明性の確保に
努めている。
また、学生に対しては学生指導ユ
ニットや各種活動等を活用し、薬物
や犯罪に関する注意喚起を継続的に
実施している。
一方、今年度において一部の認定資
格に関する申請手続きについて、校
内の管理体制および教職員間の連携
の在り方について整理すべき点が確
認された。このため現在は関係機関
との連携のもと、手続きの確認体制
の見直しおよび再発防止に向けた対
応を進めている。

一部の資格申請手続きにおいて、校内
の管理体制および教職員間の連携の在
り方について整理を要する点が確認さ
れた。今後の認定手続きに適切に対応
するため、申請内容の確認体制の強化
および情報共有体制の見直しを進めて
いる。

一部の資格申請手続きにおい
て、校内の管理体制および教
職員間の情報共有に関し、整
理・改善を要する事項が確認
された。現在は関係機関と連
携しながら申請手続きの確認
体制の強化および情報共有体
制の整理を進めており、あわ
せて学生への説明および支援
対応を継続し、安心して学修
できる環境の確保に努めてい
る。

＊シラバス
 ＊インフォクリッ
パー出席状況の記録
 ＊時間割
 ＊確認科目に対して
満足していることを確
認した担当者記録

公開資料はウェブサイトにて公開さ
れている。
また、パンフレットについては教員
間で事前に内容を確認し正確に公開
されていることを確認している

ウェブ公開の場合は、情報に何かしら
の変更点が合った場合に比較的早く修
正を行うことができるが、パンフレッ
トの場合は追加での変更事項がその年
度分では基本的に反映が困難なため作
業として負担が大きくなる。

パンフレットに記載される内
容を厳選し、ウェブサイトの
公開でも問題ない情報はウェ
ブサイトに記載するなどパン
フレットに盛り込めない分
ウェブサイトの情報や学生の
普段の様子などはそれ以外の
ソーシャルメディアなどで積
極的に公開していく。

＊大阪電子専門学校
ウェブサイト
 ＊パンフレット
 ＊公式SNS

各種証明書発行業務については、こ
れまで整備してきたHP上の案内内容
を定期的に見直し、申請手順や必要
書類の明確化を図ることで、さらな
る利便性向上を目指す。
あわせて、受付から発行・発送まで
の内部事務フローを再点検し、処理
日数の短縮およびミス防止体制の強
化を図るなど、業務の標準化と効率
化を推進する。
学校運営情報の掲載内容は更新頻度
および標記の統一性を確認し、関係
者が必要な情報へ迅速にアクセスで
きる環境を維持・向上させること
で、学園運営の透明性および信頼性
のさらなる向上を図る。

各種証明書発行業務および学校運営情
報の提供については、一定の効率化と
利便性を確保できているものの、利用
者視点での検証が十分とは言えない。
現在の運用が実際に学生・卒業生・保
護者にとって分かりやすいものとなっ
ているか、また情報提供が過不足なく
行われているかについて、客観的な把
握が必要である。

証明書発行手続きおよびHP
掲載情報について、利用者・
学生からの意見や問い合わせ
内容を整理・分析し、改善点
を可視化する。
具体的には、申請時の分かり
にくい表現や手順の見直し、
掲載情報の構成整理により利
便性のさらなる向上を図る。
併せて、内部事務フローにつ
いても定期的な点検を行い、
処理の迅速性と正確性を維持
しながら、継続的な業務改善
に取り組む。

＊学園HP

学園事業計画における各学科の目標
は理事会にて承認され、その内容に
基づき年間授業計画を策定した。授
業についてはシラバスに沿って適切
に実施している。
また、「人技両立」の理念に基づ
き、授業以外の学生支援活動につい
ても計画的に取り組んだ。人命の尊
さを学ぶ機会として、全学生を対象
に学内で救命講習を実施している。

人技両立の理念に基づく授業以外の活
動については、今後も内容の見直しを
行いながら、多様な取組を継続してい
く必要がある。また、それらの活動を
通じて、学生が人技両立の考え方をど
の程度身に付けることができたかを確
認できる仕組みを整備する必要があ
る。

今後の課題としては、電気設
備科への導入後における学科
間の指導内容の調整および到
達目標の明確化が挙げられ
る。また、キャリアデザイン
教育の効果を適切に把握する
ための評価方法の整備や、専
門科目との連動を図ること
で、人技両立の理念をより実
質的な学びへと発展させてい
く必要がある。

＊理事会議事録
 ＊シラバス
 ＊授業時間割
 ＊出席簿

時間割作成後、年間の授業予定時間
数を計算し、各学年の資格要件に対
してい問題がないことを確認してい
る。
また、年間授業時間数については十
分な時間となるよう予定の調整を
行っている。
新しくインフォクリッパーによる授
業や出席等の管理システムで2024年
度からオンラインによる時間数や授
業管理を行っている。

インフォクリッパーを導入しだいぶ作
業が慣れてきた。
ただ、今までと違うための運用上の問
題なども出てきており、その問題をど
う解消していくのかを更に改善してい
く。

インフォクリッパーを用いた
運用の問題点の解消を行って
いく

＊時間割
 ＊シラバス
 ＊インフォクリッ
パー

時間割作成後、年間の授業予定時間
数を計算し、各学年の資格要件に対
してい問題がないことを確認してい
る。
また、年間授業時間数については十
分な時間となるよう予定の調整を
行っている。
新しくインフォクリッパーによる授
業や出席等の管理システムで2024年
度からオンラインによる時間数や授
業管理を行っている。

インフォクリッパーについては教員側
も不慣れな面もあり、この調整で1年
間費やしてきた。
また、今までと違うため管理作業など
で学生・授業担当者・学校で認識のズ
レなどもあり改善が必要だと感じてい
る。

インフォクリッパーの運用に
ついて細かい部分のルール化
を図り、効果的に授業時間数
などの管理を行っていく。

＊時間割
 ＊シラバス
 ＊インフォクリッ
パー

時間割作成後、年間の授業予定時間
数を計算し、各学年の資格要件に対
してい問題がないことを確認してい
る。
また、年間授業時間数については十
分な時間となるよう予定の調整を
行っている。
新しくインフォクリッパーによる授
業や出席等の管理システムで2024年
度からオンラインによる時間数や授
業管理を行っている。

インフォクリッパーについては教員側
も不慣れな面もあり、この調整で1年
間費やしてきた。
また、今までと違うため管理作業など
で学生・授業担当者・学校で認識のズ
レなどもあり改善が必要だと感じてい
る。

インフォクリッパーの運用に
ついて細かい部分のルール化
を図り、効果的に授業時間数
などの管理を行っていく。

＊時間割
 ＊シラバス
 ＊インフォクリッ
パー

カリキュラムの決定については、年
度開始時の年間授業計画承認会議に
おいて審議し、学内の教育目的およ
び理念との整合を確認したうえで承
認している。
また、教育課程編成委員会で提案さ
れた内容については、必要に応じて
授業科目（座学・実習）に適切に反
映し、年間授業計画に基づいて実施
している。

提案内容の中には、実施が難しいもの
もあり、その場合には学内で十分に協
議を行い、カリキュラムへの反映方法
を検討している。
また、反映に至らなかった提案につい
ては、その理由や対応方法を整理し、
より効果的な活用方法について継続的
に検討していく必要がある。

活かしきれなかった提案につ
いては、内容を再整理し、次
年度以降の年間計画への反映
可能性を検討する。
あわせて、教育課程編成委員
会の意見がより実効性を持っ
て活用されるよう、学内での
共有および検討体制の充実を
図っていく。

＊年間授業計画承認会
議議事録
 ＊教育課程編成員会
議事録
 ＊シラバス

教育課程編成委員会で提案された意
見については、実習担当者が授業へ
の反映方法を検討し、授業内容やシ
ラバスに適切に盛り込んでいる。高
い評価を受けた実践的な取組につい
ては、座学および実習において計画
的に実施している。
また、学生アンケートを実施し、各
授業に対する満足度や理解度を把握
するとともに、その結果を教育課程
編成委員会へ参考資料として提示し
ている。委員からの意見を踏まえ、
授業内容の改善に継続的に取り組ん
でいる。

学科によってアンケートの実施方法や
内容に差が見られるため、調査結果の
比較や分析にばらつきが生じている。
授業改善につながる有効な資料となる
よう、アンケート項目や実施方法の整
理が必要である。

アンケート結果がより授業改
善に活用できるよう、質問項
目や集計方法の見直しを行
う。あわせて、教育課程編成
委員会への報告内容を整理
し、改善状況が明確に把握で
きるよう工夫していく。

＊教育課程編成員会議
事録
 ＊職業実践専門課程
公表資料
 ＊学生アンケート結
果

年に2回、教育課程編成委員会を実施
し、委員から業界動向や求められる
知識・技術に関する情報提供を受け
ている。提案内容については、実習
等に取り入れ活用している。
 また、3月期の委員会では、実習の
実施状況および成果を報告し、今後
の改善点について協議を行ってい
る。

教育課程編成委員会の開催時期を学校
関係者評価委員会と調整して実施して
いるが、委員の日程調整において円滑
に進まない場合がある。今後は開催方
法や日程調整のあり方について見直す
必要がある。

次年度の委員会開催にあたっ
ては、事前の資料準備および
役割分担を明確にし、日程調
整を含めた運営体制の改善を
図る。今回の調整過程で明ら
かとなった課題を整理し、円
滑な開催につなげていく。

＊教育課程編成員会議
事録
 ＊職業実践専門課程
公表資料
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職業実践専門課程自己評価判断基準リスト2025年度実施分
判定基準は各項目の達成事項の達成数により決める
達成度合い0%【1】・30%以上【2】・60%以上【3】・80%以上【4】として判断する。

評価項目 対象 達成事項 達成
確認

評価
【1~4】 現状の取組状況 課題 今後の改善点 エビデンス

（3). 教育活動

・ 関連分野における
実践的な職業教育(産
学連携によるインター
ンシップ、 実技・実
習等)が体系的に位置
づけられているか

電設

職業教育の目標や目的が明確に定義され、関連分野の需要や要件に適合
している

職業教育に必要な設備が整備されている

企業との連携授業が実施され、実践的な教育が実施されている。（電気
設備科）

電子

職業教育の目標や目的が明確に定義され、関連分野の需要や要件に適合
している

職業教育に必要な設備が整備されている

企業との連携授業が実施され、実践的な教育が実施されている。（電子
工学科）

情報

職業教育の目標や目的が明確に定義され、関連分野の需要や要件に適合
している

職業教育に必要な設備が整備されている

企業との連携授業が実施され、実践的な教育が実施されている。（情報
エンジニア科）

・ 授業評価の実施・
評価体制はあるか 全体

各学期または、前期・後期などそれぞれの科目に応じた修了テストが行
われている。

実習、実技に関しては課題を達成するなどの到達目標が提示され、その
課題をクリアすることにより科目の修了を認めている。

各科目の到達目的に応じて、修了を認める基準を定めている。

・ 職業教育に対する
外部関係者からの評価
を取り入れているか

全体

学校関係者評価委員会を実施し、企業委員や有識者委員の参加のもと、
教育を行った結果について示し、教育の妥当性を評価している。

企業委員や有識者は当校の所属教員ではなく、独立した判断を行ってい
る。

委員会の実施結果は議事録に残し、学校の公開情報として広く公開して
いる。

・ 成績評価・単位認
定、進級・卒業判定の
基準は明確になってい
るか

全体 シラバスや校則、学則により基準を明確にし学校の公開情報として広く
公開している。

・ 資格取得等に関す
る指導体制、カリキュ
ラムの中での体系的な
位置づけはあるか

電設

電気設備科の認定資格については、カリキュラムでその要件を満たせる
ようになっている。

電気設備科にて推奨資格についての資格取得講座などが実際に開かれて
いる。又は授業カリキュラム内に組み込まれている。

資格取得について、学生に取得のメリットや取得する目的の説明を行っ
ている。

電子

電子工学科の認定資格については、カリキュラムでその要件を満たせる
ようになっている。

電子工学科にて推奨資格についての資格取得講座などが実際に開かれて
いる。又は授業カリキュラム内に組み込まれている。

資格取得について、学生に取得のメリットや取得する目的の説明を行っ
ている。

情報

情報エンジニア科の認定資格については、カリキュラムでその要件を満
たせるようになっている。

情報エンジニア科にて推奨資格についての資格取得講座などが実際に開
かれている。又は授業カリキュラム内に組み込まれている。

資格取得について、学生に取得のメリットや取得する目的の説明を行っ
ている。

・ 人材育成目標の達
成に向け授業を行うこ
とができる要件を備え
た教員を確保 してい
るか

全体

各学科は授業を実施できる教員数を確保している

学科の認定資格のために必要要件を満たした教員を確保している。

実践的な教育を実施するうえで必要となる研修を計画的に教員に受講さ
せている。

・ 関連分野における
業界等との連携におい
て優れた教員(本務・
兼務含む)を確保する
などマネジメントが行
われているか

電設

職業実践専門課程の実践的な授業として業界関係者にかかわっていただ
き授業を行った。（電気設備科）

関連授業では、実際に業務としてその分野に携わっていた講師を一定の
割合で入れている。

電子

職業実践専門課程の実践的な授業として業界関係者にかかわっていただ
き授業を行った。（電子工学科）

関連授業では、実際に業務としてその分野に携わっていた講師を一定の
割合で入れている。

情報

職業実践専門課程の実践的な授業として業界関係者にかかわっていただ
き授業を行った。（情報エンジニア科）

関連授業では、実際に業務としてその分野に携わっていた講師を一定の
割合で入れている。

◯

【4】◯

◯

◯

【4】◯

◯

◯

【4】◯

◯

◯

【4】◯

◯

◯

【4】◯

◯

◯ 【4】

◯

【4】◯

◯

◯

【4】◯

◯

◯

【4】◯

◯

◯

【4】◯

◯

◯

【4】

◯

◯

【4】

◯

◯

【4】

◯

職業教育の目的は、職業実践専門課
程公表資料にて提示しており、その
内容については委員会での検討内容
と整合性が取れている。
学校の設備は、長期休暇前後で確認
され、授業の実施に支障が内容点検
されている。
実践的な連携授業が実施されてい
る。

設備も、年を重ねるごとに老朽化や破
損が発生する備品もあり、高額なもの
の場合その購入等について困難な場合
もある。その部分をどうしていくの
か、その機器を使用せず実習カリキュ
ラムを変更するのかなどを検討する必
要が出てくることが予想される。

安価な工具等についてはある
程度破損なども見越して実習
予算で購入を行っていく。

＊経済産業省学校とし
て保持しておくべき備
品についての資料
 ＊職業実践専門課程
公表資料

職業教育の目的は、職業実践専門課
程公表資料にて提示しており、その
内容については委員会での検討内容
と整合性が取れている。
学校の設備は、長期休暇前後で確認
され、授業の実施に支障が内容点検
されている。
実践的な連携授業が実施されてい
る。
テックシーカーハッカソンへ参加
し、チームで限られた期間で成果物
を出す実践的な開発プロセスを体験
した。

企業との連携実習自体の実施について
は問題ない。現在、ロボット分野にお
ける連携授業および生成AIに関する特
別講義が主であるが、他の分野への波
及が望まれる。

更なる実践教育の展開という
面では、地元企業などとの連
携を強化し、新しい産学連携
の推進である。

＊教育課程編成委員会
資料

職業教育の目的は、職業実践専門課
程公表資料にて提示しており、その
内容については委員会での検討内容
と整合性が取れている。
学校の設備は、長期休暇前後で確認
され、授業の実施に支障が内容点検
されている。
実践的な連携授業が実施されてい
る。

IT業界では、コミュニケーション力と
情報基本スキル、更に、一般常識が重
視されている。
 キャリアデザイン実習でもSPI対策を
行っているが、未だ十分な効果がでて
いない。

原因は、学生の勉強量不足で
あると考える。学生が自ら実
施できる環境と教材を構築し
ていく。

＊教育課程編成委員会
資料

各学期、または前後期で座学につい
ての修了試験が実施されている。
実習については、課題の達成により
合否が決まるようになっている。
座学各科目の終了基準は、可以上の
成績で合格となっており、具体的な
点数配分については受験者全体の点
数を加味して決めている。
また、不可だった場合であっても再
試を受ける機会が与えられており、
再試にて合格した場合成績は可とし
てその科目の修了を認めている。

各科目ごとに成績の判定基準が若干異
なっている。
 ただ、全体の成績が悪い場合には学生
にとって有利となるよう点数の調整が
行われており問題は無い。
 ただ、統一的な基準がないことで学生
側にとって分かりづらくなっている面
がある。

各担当教員に年度初めの際に
出席や成績の決まり方につい
て教科ごとに説明いただくよ
うに依頼していく。

＊シラバス
 ＊学生の成績資料

学校関係者評価委員会は継続して実
施しており、企業委員や有識者（い
ずれも学外者）から教育内容に対す
る評価を受けている。
今年度は卒業生の意見も取り入れ、
在校中の学びが実務にどのように活
かされているかという視点での意見
聴取を行った。
議事録はウェブサイトで公開し、透
明性の確保に努めている。

企業・有識者・卒業生といった外部の
視点は一定程度取り入れられているも
のの、学生の保護者や地域の住民と
いった生活者目線の評価は未だ十分と
は言えず、多様性の面で課題が残って
いる。

引き続き委員構成のさらなる
充実を図るとともに、保護者
や地域関係者等の参加の可能
性についても検討し、評価体
制の強化につなげていく。

＊職業実践専門課程公
表資料
 ＊各委員会議事録

シラバスはインターネットで公開し
ている。
全学生は校則を配布し、出席率や修
了要件を学生に明確に示している。

インターネットで公開された情報だけ
では実際の学生の出席状況を学生本人
が理解できていない場合があるため、
担任や各授業担当者からの学生へ状況
を伝える必要があり、その部分でうま
く学生に伝わっていなかった部分が今
回見受けられた。

担任および教科担当者から学
生への出席率の情報が学生に
スムーズに伝わるように働き
かけを行う。

＊シラバス
 ＊校則
 ＊学則

時間割作成後、年間の授業予定時間
数を計算し、各学年の資格要件に対
して問題がないことを確認してい
る。
また、年間授業時間数については十
分な時間となるよう予定の調整を
行っている。
資格対策については、第一種電気工
事士を重点資格として週に３時間の
受験対策講座を行っている。
学生の授業や実習の中で第一種電気
工事士を含む資格の取得についての
メリットを伝えいている。

第一種電気工事士取得を大きな目標と
捉え指導しているが、それ以外の資格
に対して学生のモチベーションがあま
り上がらずその部分が課題であると感
じている。

第一種電気工事士以外の資格
についても、さらに所得する
メリットを伝えていく。

＊電気工事士法施行規
則
 ＊時間割

時間割作成後、年間の授業予定時間
数を計算し、各学年の資格要件に対
して問題がないことを確認してい
る。
また、年間授業時間数については十
分な時間となるよう予定の調整を
行っている。
講義内において、工事担任者第２級
デジタル通信の資格対策を実施して
おり、
第１種および第２種電気工事士を受
験希望者については課外時間に指導
を実施している。
実験・実習・就職指導の中で、各種
資格の優位性について説明を実施し
ている。

カリキュラムに組み込まれた資格につ
いては問題なく取得可能である。モチ
ベーションの高い学生は自ら積極的に
受験しているが、低い学生については
受験意識が低い。資格の取得数につい
ても大きな差が生じている。

資格を取得することによるメ
リットを学生のキャリアプラ
ンと照らし合わせ、自ら資格
取得への意欲を引き立てるよ
うに仕向ける必要がある。

＊時間割

エンジニア系は、基本情報技術者試
験を目指しているが、上記が困難な
学生はITパスポートやJ検を取得させ
ている。
デザイン系は、色彩検定やアドビ資
格（Illustrator、Photoshop）を取得
させている。

未だ、基本情報技術者試験の取得率は
高いとはいえず、今後もアルゴリズム
やセキュリティの対策を強化し、資格
取得に対する意欲を向上させる。

就活に繋がる資格を取得する
ことが大切であり、企業の
ニーズにマッチした資格を目
指す。

＊2025_情報1年資格
取得状況
 ＊2025_情報2年資格
取得状況

各学科においては、学生数および授
業計画に応じた教員数を確保し、安
定した授業運営ができる体制を整え
ている。
また、法律や各種認定資格の要件に
基づき、必要な資格や実務経験を有
する教員を適切に配置している。
教員の資質向上については、研修計
画を策定したうえで計画的に実施し
ている。学園事業計画に基づき、特
にAI・ロボット分野に関する研修を
受講させることで、今後の教育内容
の充実に対応できる体制づくりを進
めている。

AI・ロボット分野を教育の柱の一つと
して位置付けていることから、教員研
修についても単発的な実施にとどまら
ず、継続的かつ段階的な内容の充実が
求められる。
また、研修で得た知見を授業実践へど
のように還元していくかについては、
より明確な整理が必要である。

AI・ロボットの基礎分野を中
心とした研修を継続的に研修
計画へ組み込み、必要に応じ
て上位研修への参加も検討し
ていく。
あわせて、研修成果を共有す
る機会を設け、教員間での情
報交換を通じて授業内容の向
上につなげていく。

＊職業実践専門課程公
表資料
 ＊研修計画

電気設備科1年は実習内で電気工事工
業組合様との連携授業により電気工
事や電気設備点検で利用できるよう
な体験としてドローンの飛行体験や
高所作業車の乗車体験を行った。
また、その際業界関係者からのお話
をお聞きし実際の現場での経験など
を学べるように工夫した。
今年度は電設工業展が大阪で開催さ
れ、電気設備科の全学生が見学を
行った。その際に、企業のご協力に
よりインテックス大阪の電気設備を
含む配線などの説明と現場見学を行
うことができた。
実習や座学の講師は実際に現場で関
連業務を行っていた講師を積極的に
採用している。

今年度は、インテックス大阪の電気設
備見学を全学生に対して行うことがで
きた。
全員に現場を見学することで電気工事
についての現場の雰囲気は感じてもら
うことはできた。
ただ、通常の建築現場の電気工事とは
違う麺も多数あり、来年度の1年生は
全員安全靴を購入してもらう予定と
なっているので、積極的に現場見学で
きるような準備を学校としても行って
おり、協力いただける企業を引き続き
探していく必要がある。

全員の現場見学と少人数によ
る現場見学を両方実施できる
ように、ご協力いただける企
業を引き続き探していく。

＊職業実践専門課程公
表資料
 ＊現場見学報告書

ロボット工学実習では、ロボット製
作におけるプロセス（目標・アイデ
ア・仕様と設計・加工・プログラム
制御）について企業の方から直接ア
ドバイスを受けながら学んだ。製作
実習においても参加していただき、
アドバイスをいただいた。
また、Chat GPTなど生成AIの活用方
法について企業の方の講演を受け
た。

生成AIの活用について授業などで学ぶ
が、学んだ内容を実際に活用したり発
信する機会が少なく、学生自身興味は
あるものの活用するまでに至っていな
いように感じる。

各授業内で生成AIを使用させ
学んだことを発表させる機会
を設ける。

＊教育課程編成委員会
資料

業界から来られた先生方に、現場で
役に立つ実習を増やすことで、実践
教育を実施している。

学生のモチベーション低下により、期
待している効果がでていない。

学生のモチベーションを向上
させる授業を構築する。 ＊授業シラバス
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職業実践専門課程自己評価判断基準リスト2025年度実施分
判定基準は各項目の達成事項の達成数により決める
達成度合い0%【1】・30%以上【2】・60%以上【3】・80%以上【4】として判断する。

評価項目 対象 達成事項 達成
確認

評価
【1~4】 現状の取組状況 課題 今後の改善点 エビデンス

・ 関連分野における
先端的な知識・技能等
を修得するための研修
や教員の指導力育成な
ど資質向上のための取
組が行われているか

全体

学科の専門分野における技術的な研修の計画を立てた。

研修計画に基づき、実際に研修を教員が受講した。

・ 職員の能力開発の
ための研修等が行われ
ているか

全体 研修計画に基づき、実際に研修を教員が受講した。

(4). 学修成果

・ 就職率の向上が図
られているか 全体

就職先が決まらない学生に対し、就職課や担任教員から支援が行われて
いる。

就職試験に当たり、学生の希望により面接試験の練習など対策支援が行
われている。

履歴書をはじめとした書類の書き方について希望する学生に指導を行っ
ている。

・ 資格取得率の向上
が図られているか 全体

各学科にて推奨資格についての資格取得講座などが実際に開かれてい
る。又は授業カリキュラム内に組み込まれている。

資格取得について、学生に取得のメリットや取得する目的の説明を行っ
ている。

・ 退学率の低減が図
られているか 全体

各クラスには担任の教員が配置されている。

それぞれのクラスで、担任の教員が各クラスの学生から相談を受けるこ
とができるような体制がとられている。

担任の教員は、クラス内の学生の出席率や成績を確認し、進級や卒業に
問題が発生する恐れがある場合、
 学生への働きかけを行っている

学校として、学期ごとにクラスの出席状況や、成績について確認する会
議を持ち、そこで上がってきた問題点について話し合う場を設けてい
る。

・ 卒業生・在校生の
社会的な活躍及び評価
を把握しているか

全体

就職課により、卒業生の就職した企業へ、学生の近況をお伺いすること
で、卒業後のフォローを実施している。

企画・広報ユニットより、卒業生の近況を調査しコメントを記事として
学生募集パンフレットに記載している。

・ 卒業後のキャリア
形成への効果を把握し
学校の教育活動の改善
に 活用されている
か。

全体 実際に卒業した学生からの情報を基に学生に就職先企業の情報としてア
ドバイスを行い、学生が入社する企業の参考としている。

(5). 学生支援

・ 進路・就職に関す
る支援体制は整備され
ているか

全体

それぞれの学生に担任が配置されており、就職課の教員と共に学生を支
援する体制が整っている

就職課は求人票を公開し、学生に求人情報を閲覧できるような体制が整
えられている。

担任は、学生一人一人の就職希望を確認し、希望就職先の入社試験の受
験に対して支援している。

・ 学生相談に関する
体制は整備されている
か

全体

各クラスには担任の教員が配置されている。

それぞれのクラスで、担任の教員が各クラスの学生から相談を受けるこ
とができるような体制がとられている。

・ 学生に対する経済
的な支援体制は整備さ
れているか

全体
修学支援制度の認定校ならびに特待生制度などの減額制度や、時代の
ニーズに合わせたＡＩ×ロボット減額制度などを完備している。

・ 学生の健康管理を
担う組織体制はあるか 全体

毎年定期的に健康診断を実施している。

担任教員より、定期健診の結果再検査の必要な学生には口頭で個別に直
接再検査が必要であると伝えた。

学校医がおり、学生の健康や防疫について相談できる体制となってい
る。

・ 課外活動に対する
支援体制は整備されて
いるか

全体

学校主催でレクリエーション、スポーツ大会、各学期ごとの学期末パー
ティーを実施した。

救命講習という形で、社会貢献行うのに必要な知識と技術を学ぶ活動を
実施した。すべての学生が在学中に最低１回以上受講できるように配慮
した。

学校主催行事では、学生にも準備段階から携わってもらい、イベント企
画の感覚を実際に学んでもらえる機会を設けた。

・ 学生の生活環境へ
の支援は行われている
か

全体

家計負担減のため当校独自の学費減額制度を行った。

学生が修学支援制度を利用できるように学校として体制を整えた。（全
学科）

奨学金の担当者を置き、学生が公的な奨学金を受けることができるよう
に支援できるような体制と整えている。

◯

【4】

◯

◯ 【4】

◯

【4】◯

◯

◯

【4】

◯

◯

【4】

◯

◯

◯

◯

【4】

◯

◯ 【4】

◯

【4】◯

◯

◯

【4】

◯

◯ 【4】

◯

【4】◯

◯

◯

【4】◯

◯

◯

【4】◯

◯

教員の研修計画については、各学科
において専門分野に応じた内容を検
討し、年度当初に作成している。
また、学校の重点事項を踏まえ、AI
・ロボット分野に関連する研修を計
画に組み込み、計画的に受講できる
よう調整している。
研修は各学科において実施されてお
り、専門性の向上に向けた取組を継
続している。

現時点では大きな問題は生じていない
が、研修内容が学校の教育方針や学生
のニーズと十分に結び付いているかに
ついては、引き続き確認していく必要
がある。

学校の校訓および教育方針を
踏まえ、学生の将来像に対応
できる研修内容となるよう、
計画段階から目的を明確化す
る。
あわせて、研修成果が授業実
践へ反映されるよう、研修後
の共有や振り返りの機会を設
けていく。

＊研修計画
 ＊外出結果報告書

研修については、各学科において計
画に基づき実施している。
年度当初に策定した研修計画に沿っ
て受講を進めており、教員の専門性
向上に向けた取組を継続している。

実施に関して大きな問題や課題は生じ
ていないが、研修内容が学校の教育方
針や学生のニーズに十分対応している
かについては、今後も確認を続ける必
要がある。

研修の目的を明確にし、学校
の運営方針および学生の将来
像に即した内容となるよう計
画段階から整理する。
また、研修受講が円滑に行え
るよう、日程調整や環境整備
を引き続き行っていく。

＊研修計画
 ＊外出結果報告書

就活については、本人の希望を最優
先とし、強制的に斡旋は実施しな
い。
学生の希望により、面接練習や履歴
書の添削を行っている。

コミュニケーション能力に課題のある
学生が決まりにくい状況にある。
面接はどの企業でもあるため、面接練
習をしているが中々うまくいかない

1年生の入学後早い段階から
就職について話を行い、早く
から意識をさせるようにする

＊#2025年度就活進捗

各学科において、推奨資格に関する
対策講座を実施し、必要に応じて授
業カリキュラム内にも組み込んでい
る。
電気設備科では第一種電気工事士を
中心とした資格対策講座を開講して
いる。
電子工学科では希望者に対して第二
種電気工事士の対策講座を実施して
いる。
情報エンジニア科では、授業内に資
格対策内容を取り入れ、情報系資格
の取得支援を行っている。
また、各学科に関連する資格につい
ては、担任や科目担当教員から取得
の意義やメリットを説明し、学生が
目的意識を持って取り組めるよう支
援している。

学生が積極的に取り組む資格に偏りが
見られる場合があり、受験者数の多い
資格以外についても、取得の意義をど
のように伝えていくかが課題である。

学生の関心が比較的低い資格
についても、その取得メリッ
トや進路との関連性を丁寧に
説明していく。
また、資格対策授業の進め方
や指導方法について見直しを
行い、より効果的な支援体制
の構築を図る。

＊学校案内パンフレッ
ト
 ＊入学要項
 ＊職業実践専門課程
公開情報

すべての学科・学年において担任を
配置し、学生一人ひとりへの面談や
就職支援を実施している。
出席状況や学校生活に課題が見られ
る場合には、担任による個別面談を
行い、必要に応じて学科内での情報
共有を図っている。
また、学校全体として問題のある学
生については学校長へ報告し、学科
内で協議を行うなど、組織的な対応
を実施している。
学期ごとに出席状況や成績を確認す
る機会を設け、進級・卒業に関わる
課題の早期把握に努めている。

出席指導については、教科担当者ごと
に対応方法に差が見られる場合があ
り、学生にとって分かりづらい面が生
じることがある。

担任と教科担当者の連携を一
層強化し、出席状況の把握や
指導方針について共通認識を
持てる体制を整える。
また、学生自身が自らの出席
状況を把握し、主体的に管理
できるよう支援を行ってい
く。

＊各クラスの担任配置
についての資料
 ＊学校案内パンフ
レット

求人依頼に来訪された企業様に、本
校の卒業生の状況をお伺いすること
や、各担任から実際に卒業生の近況
を聞くことで、状況を把握してい
る。

すべての学生について、追跡調査でき
ていない。
卒業後来校してくれた卒業生からの情
報については、ある程度情報収集が行
えている。

就職課以外の教職員でも卒業
生の就職先情報について入手
した場合は、ファイルに記述
やInfoClipperに入力するよう
にしていく

＊内定企業一覧

インターシップ・企業説明会・入社
試験の報告書を作成させ、就活指導
の参考にしている。

各担任や学科担当教員が持っている情
報のあり、就職課では分からない情報
もある

それぞれの学科の学生に合わ
せて、担任や学科担当の教員
からも情報をもらうようにす
る

＊会社訪問参加報告書

求人票ファイル、センター掲示な
ど、学生に情報共有している。

中々就職センターに求人票を見に来な
い学生がいる。

就職センターに来ていない学
生については、担任より就職
センターに求人票を見に来る
ように度々指導してもらう

＊求人票
 ＊就職課ポータル

すべての学科、学年のクラスには担
任が配置されており、学生の面談や
就職支援、出席管理や指導を実施し
ている。
また、学校全体の取り組みとして、
問題がある学生に対して学科内及び
教員内で情報共有や相談を適宜実施
している。

本年度は何名か退学者も出ており、そ
れぞれ止むを得ない理由だと考えてい
る。
引き続き学生個々に応じたサポートや
支援を行っていく必要があると考えて
いる。

今後も引き続きこまめな学生
への連絡、保護者との連携、
学内での教員同士の連携によ
り学生の問題への対応を行っ
ていく。

*職業実践専門課程公
開情報

企画・広報ユニットと連携し学費減
額制度の採用・運用を行っている。
修学支援新制度の認定校のため、入
学時・在学時より相談対応を通じて
学生の経済状況を把握し、個別事情
に応じた案内を行うなど、実務面で
の支援体制を維持している。

学費減額制度や各種奨学金制度の運用
に加え、納入時期の柔軟な対応や延納
制度の活用など、個別事情に配慮した
対応を行っている。
物価高騰や家計状況の変化により相談
件数が増加傾向にあり、対応基準の明
確化および運用の公平性を維持する必
要がある。
支援の実効性を確保する一方で、制度
運用が属人的判断とならないよう、基
準整理およびルールの再確認が求めら
れている。

各支援の充実と公平性の両立
を図る観点から、学費納入規
程の内容を点検し運用基準の
明確化を進める。
あわせて、申請手続きや承認
フローを整理し、判断基準の
統一を図ることで、適切かつ
透明性のある運用体制を整備
する。
必要に応じて規程改訂も視野
に入れ、学生支援と学園財務
の健全性の両立を図る。

＊入学要項
 ＊AO入試資料

毎年定期健康診断を実施しており、
全学生を対象に計画的に運用してい
る。
再検査対象者については、担任より
学生本人へ口頭にて通知し、医療機
関での再検査受診を促している。
学校医を選任しており、学生の健康
相談や感染症対策等について助言を
受けられる体制を整備している。

近年、経済的困難、家庭環境の多様
化、精神的不安を抱える学生が増加傾
向にあり、身体面のみならず、メンタ
ル面を含めた総合的な健康支援体制の
充実が求められている。
欠席の増加や学修意欲の低下により、
早期把握および適切な支援につなげる
体制の強化が課題である。

健康管理の課題を早期に把握
するため、教職員間の情報共
有の仕組みを明確化する。相
談記録の整理および支援履歴
の管理体制を整え、属人的対
応とならない支援体制を構築
する。さらに、必要に応じて
外部専門機関との連携も視野
に入れ、学生支援の向上を図
る。

＊学生健康診断書

レクリエーションやスポーツ大会な
どの活動を通じて学生同士や教職員
のコミュニケーションを取れるよう
にした。
学期末パーティーでは学生主体で準
備／進行を行い積極性を養った。
救命講習を全学科の１年での実施
し、救命時の行動やAEDの使用方法
を習得した。

学校のレクリエーション等学業に直接
的に関係しないイベントについては毎
年参加をあまり希望しない学生もお
り、そのような学生についてもコミュ
ニケーションを他の学生と取ってもら
うにはどうすれば良いのかはこれまで
もずっと存在している課題である。そ
れ以外の形でもクラス内でそのような
学生が活躍できる形を模索していく必
要がある。

直接的な支援ではないが、来
年度は避難訓練に防災や減災
のための行動についても職員
を中心に希望学生にも体験し
てもらえるようにしていきた
いと考えており、より具体的
な計画を立てていく。

＊学校年間行事

日本学生支援機構奨学金について
は、募集案内の周知、申請手続きの
支援、保護者への情報提供を適切に
実施し、円滑な申請対応に努めてい
る。
また、学園独自の減額制度の運用を
行い、経済的支援を必要とする学生
に対し適切に運用している。
筆記試験や追加面接を実施するな
ど、支援と学修意欲・学力水準の確
保を両立する選考体制を整えてい
る。

物価高騰や家庭環境の多様化により、
経済的支援を必要とする学生が増加傾
向にある中、学習意欲が高く、継続的
に学修に取り組む意思のある学生への
適切な支援制度の在り方を引き続き検
討する必要がある。また、支援制度が
単なる経済補助にとどまらず、教育効
果および学生の質向上につながる制度
設計となっているかについて、継続的
な検証が求められる。

減額制度および特待生制度に
ついて、選考基準や運用状況
を定期的に点検し、公平性と
透明性を確保する。
特待生選考においては、AO
面接のみならず筆記試験や追
加面接を通じて学修意欲・基
礎学力を確認し、支援と学生
の質向上の両立を図る。さら
に、支援制度利用後の学修状
況や進級率等を分析し、制度
の効果検証を行うことで、持
続可能かつ実効性のある学生
支援体制を整備する。

＊入学要項
 ＊AO入試資料
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職業実践専門課程自己評価判断基準リスト2025年度実施分
判定基準は各項目の達成事項の達成数により決める
達成度合い0%【1】・30%以上【2】・60%以上【3】・80%以上【4】として判断する。

評価項目 対象 達成事項 達成
確認

評価
【1~4】 現状の取組状況 課題 今後の改善点 エビデンス

・ 保護者と適切に連
携しているか

全体

保護者が担任教員と連携できるように、希望する保護者には３者面談が
行えるよう案内している。

各クラスには担任教員がおり、学生の出席状況や成績、就職など全体的
に見守っている。必要に応じて保護者への情報提供などを行っている。

保護者から問い合わせがあった場合、その連絡は担任に伝えられ、担任
が主体となって保護者と連携する体制が構築されている。

・ 卒業生への支援体
制はあるか

全体

卒業生が、転職を希望する場合、求人の紹介を行える体制が整ってい
る。

卒業生から、資格取得について問い合わせがあった場合、対応できる体
制が整っている。

卒業生から、証明書発行や学籍などについて問い合わせがあった場合に
対応できる体制が整っている。

・ 社会人のニーズを
踏まえた教育環境が整
備されているか

全体

就職したのち、当校に入学を希望した志願者を受け入れる体制が整って
いる。

転職などに役立つ資格が取得できるよう、各学科は資格取得について支
援を行っている。

社会人ニーズにマッチする資格が各学科の推奨資格として決められてい
る。

・ 高校・高等専修学
校等との連携による
キャリア教育・職業教
育の取組が行われてい
るか

全体

高校生や高等専修学校生が将来の進路を考えるうえで参考となる講座や
支援を当校学内で実施した。

高校や高等専修学校に対し、将来の進路を考えるうえで参考となるよう
な出前講座などを行った。

高校や高等専修学校に対し、キャリア教育を行うための手段について調
査検討した。

(6). 教育環境

・ 施設・設備は、教
育上の必要性に十分対
応できるよう整備され
ているか

全体

学期開始前に学生の教育に使用する機材の動作状況を確認し問題なく動
作するよう整備を行った。

台風などの災害が明けたのちに施設点検を実施し、教育に使用する機材
の動作状況を確認し、問題なく動作するよう整備を行った。

・ 学内外の実習施
設、インターンシッ
プ、海外研修等につい
て十分な教育体制 を
整備しているか

電設 電気設備科にて、学生が企業のインターンシップに参加した。

電子 電子工学科にて、学生が企業のインターンシップに参加した。

情報 情報エンジニア科にて、学生が企業のインターンシップに参加した。

・ 防災に対する体制
は整備されているか

全体

災害時に学生が当校から出られない場合のために、非常用の食料や水を
準備した。

災害時に職員がどのように対応するのかをまとめたマニュアルを作成
し、整備・改善を行った。

緊急災害時の対応について校則などで学生に周知し、対応がわからない
場合は自身の安全を第一優先とするよう周知を行った。

(7). 学生受入募集

・ 学生募集活動は、
適正に行われているか 全体

SNS、Twitter、Youtube動画でのPR、HPの更新頻度を増やし、実習
風景を中心に動画での学生訴求を実施しながら、大阪電子専門学校の認
知度の向上、ブランド力の強化に務めた。

・ 学生募集活動にお
いて、教育成果は正確
に伝えられているか

全体
授業・実習風景を中心に情報提供に努めた。また、各学科の先生から授
業の内容のみならずPRすべきポイントなど相談しながらSNSやブログ
記事更新に努めた。

・ 学納金は妥当なも
のとなっているか

全体 競合他校と比較し多少のブレはあるものの適正である。

(8). 財務

・ 中長期的に学校の
財務基盤は安定してい
るといえるか

全体

安定した財務基盤の形成に向けて中長期的な視点に立った学園事業計画
を策定し学内組織の変更、教職員の構成の見直し、経費節減等の施策を
実施しています。

次年度の入学希望者数について、将来性及び学科の安定運営について経
営的観点から安全な人数と言えるか？

財務基盤を安定させるため、事業計画に基づいた魅力的な教育内容を模
索しています。

・ 予算・収支計画は
有効かつ妥当なものと
なっているか

全体

学園の各担当部署が立案した事業計画案に基づき予算書を策定していま
す。
 広報部門より分析した学生募集計画案をもとに総務部門が収入予定案
を作成し、適切な収支予算計画書を作成している。

諸物価高騰、IT人材需要増加による教員確保及び人件費上昇が予測され
るがそれを補う出願者数の計画案を作成している。

◯

【4】◯

◯

◯

【4】◯

◯

◯

【4】◯

◯

◯

【3】✕

◯

◯

【4】

◯

◯ 【4】

◯ 【4】

◯ 【4】

◯

【4】◯

◯

◯ 【4】

◯ 【4】

◯ 【4】

◯

【3】△

◯

◯

【4】

◯

保護者との面談のご案内を全学生に
対して行い、保護者が希望される場
合やこちらが希望する学生に面談で
きるよう体制を整えている。
クラスの担任は、学生の出席状況、
成績、就職について支援と指導を
行っている。また、特に遅刻などの
問題がある学生については保護者へ
の連絡をこまめにおこなようにして
いる。
保護者からの問い合わせに対しては
担任を中心として対応を行ってい
る。

出席状況の悪い学生のうち、保護者の
いうことも聞く耳を持たない学生に対
して、どのようにして保護者と連携し
ていくか課題である。

各クラスの学生の指導は各担
任が行っているが、担任の能
力にも限界があるため教職員
全体でフォローを行う
また、問題を起こした学生の
フォローについても担任だけ
では荷が重い場合があるた
め、学生指導含めチームでの
支援を行っていく

＊infoClipper
 （学生カルテなど）

転職希望者については、求人票の企
業に問い合わせを行い、紹介するよ
うにしている。

頼ってくる学生が少ない。 学生卒業時に、転職時の案内
もしていることを通知する。 ＊求人票

高校既卒者や、大学卒業後の学生を
受入れ、学び直しができる環境を構
築している。

年の差より、多少の考え方の違いが存
在し、クラス運営が難しくなってい
る。

就職を目指す方向性を示し、
クラス一丸となって全員就職
に向かうようにする。

＊学校案内パンフレッ
ト

現在、高校生を対象とした出前講座
の実施には至っていないが、オープ
ンキャンパスにおいて高校生や保護
者を対象に、授業・実習体験および
進路説明を行っている。
また、マイナビ進学等が主催する外
部進学ガイダンスに出展し、教員や
在校生が参加することで、意見交換
や情報収集を行い、高校生のニーズ
把握および広報活動を継続してい
る。

出前講座やキャリア教育のような、学
校外での継続的な取組については体制
が十分に整っていない。
地域や高校側のニーズにどのように対
応していくかについて、実施方法や人
的・時間的リソースの面で検討が必要
である。

進学ガイダンス等で得られた
ニーズや意見を踏まえ、本校
の特色を活かした出前講座や
キャリア教育の実施可能性に
ついて具体的な検討を進め
る。
あわせて、教員の役割分担や
運営方法を整理し、継続的な
実施体制の構築を目指す。

＊学校案内パンフレッ
ト

学期開始前には、学生の教育に使用
する機材の動作状況を確認し、不具
合がない状態で授業を開始できるよ
う整備を行っている。
また、台風などの災害発生後や長期
休暇明けには施設点検を実施し、教
育活動に支障が出ないよう確認を
行っている。

現時点では大きな問題は発生していな
いが、災害や突発的な機器不具合に備
えた点検体制の継続的な維持が必要で
ある。

引き続き、定期的な機材点検
および災害後の確認作業を徹
底し、教育活動が安定して実
施できる環境を維持してい
く。

＊施設の点検チェック
シート

全員が、インテックス大阪の現場見
学を行う機会を持つことができた。

実際の建築現場の電気工事についても
見学できるように協力いただける企業
を探していく必要がある。

引き続き受け入れ先企業を探
していく。
より多くの学生が現場見学を
体験できるように働きかけて
いく。

＊現場見学報告書

今年度は夏休み期間中の企業実習へ
の参加に加え、企業見学会にも参加
する学生が現れ、就職や企業への関
心を実際の行動につなげる動きが見
られた。

一部の学生においては長期休業中のイ
ンターンシップや企業実習への参加が
実現しており、今後はこの取組を基
に、就職意識をより多くの学生へ広げ
ていくことが求められる。

今年度から開設したキャリア
デザインの講義と企業実習・
企業見学会との関連性をより
明確にし、参加につながる意
識付けを強化していく。

＊#2025年度就活進捗

インターンシップの一環として、ベ
ルチャイルド様へ会社見学会の参加
を呼びかけし、一部の学生は参加し
てくれた。

未だ、就活意欲が低く、インターン
シップへの参加率も低い

インターンシップの必要性と
重要性を説き、参加率を向上
させる。

＊#2025年度就活進捗

年に2回（4月、9月）避難訓練を実
施し、また3月には防災用品の保存期
間等のチェック、防災マニュアルの
確認を行っている。

様々な災害に対して、命を守るように
可能な限り対応できるようにしていく
必要がある。
また、来年度は避難訓練に、消火器の
使い方や屋内消火栓の使い方の訓連を
盛り込めないかを現在検討しており、
学生指導のメンバー内で、防火防災管
理者講習を受講していく計画を立てて
いる。

防災用品については引き続き
充実を図っていく。また防災
マニュアルについても状況に
応じて改善を行っていく。
また、避難訓練の内容を充実
させる方向での検討を進めて
いる。

＊防災マニュアル
 ＊防災用品チェック
リスト
 ＊避難訓練実施要領

学生にとって親和性の高いInstagram
およびTikTokを活用し、実習風景や
オープンキャンパスの様子を動画コ
ンテンツとして発信した。静止画で
は伝わりにくい「現場の熱量」や
「技術的な躍動感」を可視化し、潜
在的な入学希望者層への視覚的なア
プローチを試みた。

本年度より本格導入したTikTokにおい
て、投稿頻度は確保できているもの
の、期待していた再生数には至ってい
ない。既存の投稿が、学生が真に求め
ている「リアルな学校生活」や「情報
の有益性」と乖離している可能性があ
り、ターゲットニーズの再検証が必
要。

今後は学生自身の視点を取り
入れたコンテンツ制作や、
ニーズ調査に基づく戦略的な
投稿を強化する。

＊各種ＳＮＳでの投稿

学生にとって親和性の高いInstagram
およびTikTokを活用し、実習風景や
オープンキャンパスの様子を動画コ
ンテンツとして発信した。静止画で
は伝わりにくい「現場の熱量」や
「技術的な躍動感」を可視化し、潜
在的な入学希望者層への視覚的なア
プローチを試みた。

本年度より本格導入したTikTokにおい
て、投稿頻度は確保できているもの
の、期待していた再生数には至ってい
ない。既存の投稿が、学生が真に求め
ている「リアルな学校生活」や「情報
の有益性」と乖離している可能性があ
り、ターゲットニーズの再検証が必
要。

今後は学生自身の視点を取り
入れたコンテンツ制作や、
ニーズ調査に基づく戦略的な
投稿を強化する。

＊各種ＳＮＳでの投稿

本学園の学納金は、近隣専門学校と
の比較において大きな乖離はなく、
教育内容および施設設備の水準を踏
まえた妥当な設定であると認識して
いる。
学納金の水準については、毎年度市
場動向および競合校の状況を確認
し、教育の質と保護者負担のバラン
スを意識した運用を行っている。

物価上昇や生活費負担の増加により、
学生および保護者の経済的負担は年々
高まっている。
加えて、テキスト・専門書籍・実習用
機材・資材等の価格高騰により、実習
関連費用も上昇傾向にあり、学納金以
外の付随費用を含めた実質的な負担感
が増している。
学納金自体は近隣校と比較して妥当な
水準にあると考えられるものの、家計
状況の変化により支払いが困難となる
ケースの増加が想定される。
また、価格競争に偏ることなく、教育
内容・設備投資・資格取得実績等を踏
まえた「教育価値」に見合う学費であ
ることを継続的に示していく必要があ
る。

教材費・実習費を含めた費用
構造を点検し適正化を図り学
生負担軽減につなげる。
あわせて、経済的支援制度
（減額制度・奨学金・延納制
度等）の適切な運用により、
経済的理由による進学断念や
学業中断の防止に努める。さ
らに、教育成果や資格取得実
績等を積極的に発信し、学費
に見合う教育価値を明確に示
すことで、納得性の高い学納
金運営を行う。

＊入学要項
 ＊AO入試資料

安定した財務基盤の形成に向け、中
長期的視点に立った事業計画を策定
し、収支バランスを意識した運営を
行っている。
経費の適正化に加え、学内組織の再
編や教職員構成の見直しを進め、固
定費の最適化と効率的な運営体制の
構築に努めている。
また、教育の質向上を通じた学生確
保を財務安定の根幹と位置付け、大
学では提供されにくい専門性の高い
教育の充実を図るとともに、資格取
得率向上を目標とした指導体制の強
化に取り組んでいる。

文部科学省統計に見られる18歳人口の
減少により、今後も国内学生の安定確
保は厳しい状況が続くと見込まれる。
加えて、留学生市場は国際情勢・為替
動向・各国の経済状況に大きく左右さ
れるため、単一市場依存のリスク管理
が必要である。
次年度入学希望者数は増加傾向にある
が安全圏とは言い切れず、学生募集の
変動が財務計画へ直接影響を及ぼす構
造となっている点が課題である。

国内学生募集の強化に加え、
留学生受入体制の整備および
募集エリアの多角化を進め、
学生構成の分散化を図る。
留学生については、入学後の
生活支援・学修支援体制を強
化し、定着率および卒業率の
向上を通じて安定収入基盤を
確立する。
さらに、中期的な学生数シ
ミュレーションを行い、定員
充足率の変動を想定した財務
見通しを策定することで、収
支リスクに備えた経営体制を
構築する。

＊入学要項
 ＊AO入試資料

各担当部署が立案した事業計画に基
づき予算を編成し、広報部門の募集
計画を踏まえて総務部門が収入見込
を算出することで、整合性のある収
支予算を策定している。
また、物価上昇や人件費増加等の外
部要因を織り込んだ収支見通しを作
成し、財務の健全性維持に努めてい
る。
決算においては、予算との差異分析
を行い、翌年度計画へ反映させる仕
組みを整えている。

少子化の進行や競争激化により、学生
数の変動が収支に直接影響を及ぼす構
造となっている。
IT人材育成に必要な教員確保や人件費
の上昇、実習機材費の高騰など、固定
費増加要因が継続している中、収入見
込の精度向上とリスク想定の強化が求
められる。
また、予算編成が単年度視点に偏らな
いよう、中期的視野での財務シミュ
レーションの充実が必要である。

予算編成において、学生数を
想定した収支シミュレーショ
ンを実施し、リスク耐性のあ
る財務計画を構築する。
決算時の差異分析をより詳細
化し収支構造を可視化するこ
とで、翌年度予算への反映精
度を高める。
留学生受入拡大、企業連携強
化、資産運用収益の安定確保
など、学費以外の収入源の多
様化を進め、持続可能な財務
基盤の確立を図る。

＊学園HP
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職業実践専門課程自己評価判断基準リスト2025年度実施分
判定基準は各項目の達成事項の達成数により決める
達成度合い0%【1】・30%以上【2】・60%以上【3】・80%以上【4】として判断する。

評価項目 対象 達成事項 達成
確認

評価
【1~4】 現状の取組状況 課題 今後の改善点 エビデンス

・ 財務について会計
監査が適正に行われて
いるか

全体 毎年公認会計士による監査が行われている。

・ 財務情報公開の体
制整備はできているか 全体

財務情報（資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表、財産目
録、監査報告書）は学園のHPにて毎年更新公開している。

(9). 法令等遵守

・ 法令、専修学校設
置基準等の遵守と適正
な運営がなされている
か

全体

施設・設備面が法令の基準に適合している。

教員や職員の配置が法令の基準に適合している

・ 個人情報に関し、
その保護のための対策
がとられているか

全体

学生情報の書類を廃棄するために学内にはシュレッダーが必要数備えら
れている。

個人情報を中心的に扱う１階事務室では個人情報を操作できる職員が限
定されている。

SNSなどで情報発信を行う場合、対象となる学生に写真の使用許可など
を得て実施している。

・ 自己評価の実施と
問題点の改善を行って
いるか

全体

自己評価を行い、その結果を学内の委員会にて話し合った。

前回の自己評価にて上がった改善点について学校関係者評価委員会にて
議題としてご意見をいただいた。

学校関係者評価委員会にていただいたご意見を反映して自己評価の改善
を行った。

・ 自己評価結果を公
開しているか

全体 ウェブサイトにて自己評価結果の公開を行った。

(10). 社会貢献・地
域貢献

・ 学校の教育資源や
施設を活用した社会貢
献・地域貢献を行って
いるか

全体

外部から施設の利用申請があった場合、できる限り対応を行った。

社会貢献の一環として、全学生を対象として救命講習を実施した。

オープンキャンパスで実際に行われている当校の実習や授業を体験でき
る機会を提供した。

・ 学生のボランティ
ア活動を奨励、支援し
ているか

全体 行政機関などから要請のあったボランティア活動についてのポスターな
どを掲示し、学生にＰＲを行った。

・ 地域に対する公開
講座・教育訓練(公共
職業訓練等を含む)の
受託等を 積極的に実
施しているか

全体

オープンキャンパスで実際に行われている当校の実習や授業を体験でき
る機会を提供した。

地域の方を対象とした公開講座を実施した。

(11). 国際交流

・ 留学生の受入れに
ついて戦略を持って
行っているか

全体

学園案内の送付や訪問により、日本語教育機関へPRした。

各種留学生向け進学イベントに参加した。

SNSでの発信により、本校の認知度の向上に努めた。

・ 留学生の受入れ、
在籍管理等において適
切な手続き等がとられ
ているか

全体

在籍確認サインによる在籍管理を実施した。

不法就労防止のため、アルバイト調査・指導を行った。

・ 留学生の学修・生
活指導等について学内
に適切な体制が整備さ
れているか

全体

留学生担当教員を配置し、SNS等でいつでも留学生と連絡が散れる体制
を整えている。

出席管理を行い、出席率が低下している学生には面談・指導を行った。

・ 学習成果が国内外
で評価される取組を
行っているか

全体

日本語能力試験N2、N1に合格できるよう、計画に基づいた授業を実施
した。

日本語担当教師間で連携を取り、学生情報を共有した。

◯ 【4】

◯ 【4】

◯

【4】

◯

◯

【4】◯

◯

◯

【4】◯

◯

◯ 【4】

◯

【4】◯

◯

◯ 【4】

◯

【2】

✕

◯

【4】◯

◯

◯

【4】

◯

◯

【4】

◯

◯

【4】

◯

公認会計士による会計監査を毎年度
実施し、適正な財務管理体制を維持
している。
私立学校法に基づき、財務諸表およ
び事業報告書を期日内に作成し、理
事会決議を経て法人事務局に備え置
くとともに、閲覧可能な状態を確保
している。
また、資金収支計算書、事業活動収
支計算書、貸借対照表、財産目録、
監査報告書を毎年HP上で公開し、財
務の透明性確保に努めている。

公認会計士による外部監査は適切に実
施されているが、外部監査に依存する
のではなく、学園内における内部統制
および自己点検体制のさらなる強化が
求められる。
監査結果や指摘事項を単年度の修正に
とどめず、継続的な改善活動へ反映さ
せる仕組みの明確化が必要である。
また、物価高騰や人件費上昇など外部
環境の変化が財務へ与える影響を的確
に把握するため、職員一人ひとりが一
定の財務知識を習得し、収支構造を理
解できる体制づくりが課題である。

内部統制の観点から、定期的
な自己点検項目を整理し、部
門ごとの点検体制を明確化す
る。
監査指摘事項については、改
善内容・実施状況を共有し、
再発防止策を継続的に確認す
る仕組みを構築する。
あわせて、財務基礎知識や予
算執行ルールに関する職員向
け説明機会を設け、経費管理
意識の向上を図る。
外部監査と内部自己点検の両
輪により、透明性と実効性を
兼ね備えた財務管理体制の確
立を目指す。

＊学園HP

資金収支計算書、事業活動収支計算
書、貸借対照表、財産目録、監査報
告書を毎年度作成し、学園ホーム
ページにて更新・公開している。
私立学校法に基づく備置義務も適切
に履行しており、財務情報の透明性
確保に努めている。

現行の財務情報公開体制に特段の問題
はないものの、将来的な会計基準の改
正や情報公開に関する社会的要請の強
化に対応できる体制整備が求められ
る。
また、公開している財務情報が関係者
にとって理解しやすい内容となってい
るかについては、検証の余地がある。
単なる形式的公開にとどまらず、説明
責任を果たせる情報発信の在り方が課
題である。

引き続き適正な財務情報の作
成および公開を継続するとと
もに、更新手順および確認体
制を明確化し、漏れや遅延の
ない管理を徹底する。必要に
応じて、財務概要の要点整理
や補足説明の充実を図り、関
係者にとって分かりやすい情
報提供を検討する。
将来的な制度改正や情報公開
基準の変更にも柔軟に対応で
きるよう、会計知識の習得お
よび内部体制の強化を進め
る。

＊学園HP

法令に基づき、施設・設備および教
員・職員の配置について基準を満た
すよう適切に運営している。
関係法令の基準に従い、必要な体制
を維持しながら教育活動を実施して
いる。

施設設備については、経年による老朽
化や突発的な破損が生じる可能性があ
るため、計画的な修繕や更新への対応
が必要である。

施設・設備の状況を定期的に
確認し、必要に応じて修理や
買い替えを行うことで、法令
基準を満たした教育環境を継
続的に維持していく。

＊関係法令
 ＊学校内施設・設
備・備品のリスト

学生情報を含む個人情報について
は、適正管理を行っている。
学内には書類廃棄用のシュレッダー
を必要数設置し、不要書類の適切な
処理を徹底している。
個人情報を中心的に取り扱う１階事
務室では、情報にアクセスできる職
員を限定し、管理責任を明確化して
いる。
また、SNS等で情報発信を行う際に
は、対象学生から写真使用許可を取
得した上で実施するなど、本人同意
に基づく運用を行っている。

現在の個人情報保護対策は概ね適切に
実施されているものの、法改正やデジ
タル化の進展に伴い、セキュリティ対
策は常に求められている。
特に、電子データの管理体制、外部媒
体の利用、クラウドサービスの活用に
おけるリスク管理については、継続的
な点検および運用の見直しが必要であ
る。
職員間におけるセキュリティ意識や知
識レベルの差異もあるため、組織全体
としての共通認識の醸成が課題であ
る。

個人情報保護に関する内部
ルールおよび運用手順を定期
的に点検し、法改正やデジタ
ル環境の変化に即した見直し
を行う。
電子データ管理、外部媒体の
使用、クラウドサービス利用
に関する取扱基準を明確化
し、アクセス権限の管理およ
び保存ルールの徹底を図る。
あわせて、全職員を対象とし
た定期的な研修や注意喚起を
実施し、セキュリティ意識の
底上げと共通認識の形成を進
める。

＊自己評価報告書

自己評価の作成は各ユニットの担当
者が行い、事前に各委員が内容を確
認できるよう共有している。
そのうえで委員会において最終確認
を行い、問題点や改善点について協
議している。
改善点については議事録により確認
し、学校関係者評価委員会において
も意見をいただいている。
委員からの意見があった事項につい
ては、内容を精査のうえ自己評価に
反映している。

自己評価の内容が多岐にわたるため、
限られた会議時間内では十分な議論が
できない場合がある。
事前共有を行っているものの、より効
果的な協議方法の検討が必要である。

会議前の資料共有を徹底し、
重要な論点を整理したうえで
協議を行うことで、議論の質
を高める。
また、改善事項の進捗を継続
的に確認できる体制を整え、
自己評価の実効性を高めてい
く。

＊自己評価報告書

自己評価の結果公開を行っている。
2025年度の自己評価については、学
校関係者評価委員会の開催後公開を
予定している。

特になし 特になし

＊自己評価報告書
 ＊職業実践専門課程
自己評価判断基準リス
ト

外部からの施設利用申請について
は、内容を確認のうえ可能な範囲で
対応している。
NHKの放送設備設置に伴う施設利用
申請についても、手続きを経て利用
を許可した。
社会貢献の一環として、全学科・全
学年を対象に救命講習を実施した。
また、オープンキャンパスでは体験
実習を行い、来校者に本校の教育内
容への理解を深めていただいてい
る。
オープンキャンパスにて見学者に体
験実習を行い、当校の教育の内容に
ついての理解を深めていただいた。

特段の大きな課題は発生していない
が、外部利用や社会貢献活動について
は、安全面や運営面の配慮を継続する
必要がある。

外部利用については、教育活
動への影響を考慮しながら適
切に対応を行う。
社会貢献活動およびオープン
キャンパスについても、引き
続き本校の教育内容が正しく
伝わるよう工夫を重ねてい
く。

＊学校案内パンフレッ
ト

要請があったボランティアについて
案内ポスターの掲示を行うようにし
ている。
 救命講習は全学科、学年にて行って
おり、当日欠席者以外は全員講習を
修了した。

ボランティア活動については、学校教
育活動との兼ね合いもあるため、すべ
ての許可することは困難である。

学生への支援方法、学校教育
活動との兼ね合いを考えてお
く必要がある。

＊救命講習修了証

オープンキャンパスでは、体験と説
明を通じて当校の教育内容を広く紹
介している。一方で、地域住民を対
象とした公開講座については、昨年
度に引き続き本年度も実施に至って
おらず、今後の検討課題として継続
している。

地域の方々の関心やニーズを把握した
上で、当校が提供可能な公開講座の内
容や実施体制について、次年度以降に
向けた検討を進める。

地域ニーズの把握を行い、本
校の専門分野を活かした公開
講座の可能性について検討を
進める。
 実施時期や体制面を整理し、
実現可能な形を模索してい
く。

＊学校案内パンフレッ
ト

日本語学校については、7校訪問し、
情報共有を実施した。
 特待生制度を導入し、優秀な学生
が、経済的補助で、入学し易くし
た。

日本語学校では、未だ、本校の知名度
は低く、更なる学校訪問やイベント参
加等、学園PRを進める必要がある。

留学生は、Facebookより
Instagramが有効となるので
Instagramの更新を多くする。

＊【2025年度】外国
人教育シート

月一で在留資格を確認
アルバイトについては、担任管理で
個別調査を実施し、週28時間以内の
指導を徹底している。

中には、少し問題となるバイトをする
学生がいたら注意が必要となる。

学生に寄り沿った指導ができ
るよう体制を強化する。

＊【2025年度】外国
人教育シート

留学生は比較的に出席率は良いので
出席指導は順調である。
但し、一部の学生ではあるが、出席
率が低い学生に対しては、個別指導
している。

担任のみでは、サポートできない場合
があるので、留学生担当と連携してい
く必要がある。

主任教員、日本語教員、留学
生担当事務員を採用し、体制
強化を図る。

＊【2025年度】外国
人教育シート

留学生を対象とし、週2時間、水・金
曜日の6時限目に日本語の授業を実施
し、N2・N1取得を目指している。
N2合格者は1名、N1合格者は2名。

就活において、N1は武器となるため、
積極的に取り組みさせる必要がある。
未だ、N1合格者が十分とはいえない。

専任教員・非常勤講師を雇用
し、日本語の授業を改善して
いく。
 補習等、学習補助教材を充実
していく。

＊時間割


